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「組織的知識創造」型企業組織

モデル（野中モデル）の検討

企業組織の「自己革新モデル」と

　　　　「内外均衡同時実現モデル」を求めて

坂　本　和　一

　これまでの本誌掲載の２つの論稿をとおして，筆者は，王として市場メカニ

ズムにおける企業組織の存在という問題のレベルから今日の代表的な２つの企

業組織モテルを検討した。１つはコース／ウィリアムソン型企業組織モテルで

あり ，もう１つは青木昌彦氏の「協調ゲーム論」型企業組織モデルである（前

者については，坂本和一〔１９９２¢〕 ，後者については，同〔１９９２　〕をそれぞれ参照）。

　その際，検討の基本的な視角としてきたのは，組織の「対外均衡」と「内部

均衡」の同時実現をめざすバーナードの「組織均衡」理論のフレームワークで

あっ た。

　本稿では，現代の組織をめぐる状況のうちで，もう１つの問題レベル，つま

り組織（企業組織）と人問の関係についての問題のレベルで，今日の代表的な

企業組織モデルを検討する。ここで取り上げるのは，野中郁次郎氏のいわゆる

「組織的知識創造アプローチ」にもとづく企業組織モデルである 。

　野中氏の「組織的知識創造」型企業組織モデル（以下，ｒ組織的知識創造モデ

ル」という）の特徴は，コース／ウィリアムソン ・モデルが企業組織が「形

成・ 発展モデル」，また青木氏の協調ゲーム ・モデルが企業組織の「剰余分配

モデル」としての性格をもっ ていたとすれば，のちにくわしくみるように，い

わば企業組織の「自己革新モデル」としての性格をもっ ていることである。し

かし，さらに重要なことは，それが，その「自己革新モデル」としての展開を

とおして，同時に，バーナード以降の近代組織理論の展開のなかで失われてき
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た， 「対外均衡」と「内部均衡」の同時実現という「組織均衡」理論の理論的

「均衡」を改めて取り戻し，「組織均衡」理論の新しい次元を拓く可能性を提示

している点である 。

　したがって，ここでの野中氏の「組織的知識創造モデル」の検討作業は，筆

者にとっ ては，企業組織の「自己革新モデル」を探究する作業であると同時に ，

より大きく ，企業組織のトータルなフレームワークとしての「組織均衡モデ

ル」，つまり「内外均衡同時実現モデル」を探求する作業としての性格をもっ

ている 。

Ｉ　ｒ組織均衡」理論をめぐる理論状況　　バーナードと

それ以後の展開

　上にのべたように，本稿で取り上げようとする野中氏の「組織的知識創造モ

デル」は，それ自体企業組織の「自己革新モデル」であると同時に，さらに大

きく ，これまで組織理論が失ってきていた「組織均衡」理論における「対外均

衡」と「内部均衡」の理論的「均衡」を回復し，本来の「組織均衡」理論のフ

レームワークを新しい次元で構築する可能性を提示している。本稿の基本的な

趣旨は，この点をあきらかにすることにある 。

　この点をあきらかにするためには，野中氏の「組織的知識創造モデル」の検

討に入るに先立って，はじめに，今日に至るまでの「組織均衡」理論をめぐる

組織理論の展開状況をかんたんにみておく必要がある 。

　１ ．バーナードの「組織均衡」理論

　現代社会の基本問題の１つ，組織（企業組織） ，と人問の関係を考えようとす

るとき，今日の現実の推移のなかで求められるのは，一方でウェーバーの説く ，

組織のなかでの人問疎外の現実の重さを前提としながら，０組織それ自体の目

標の実現と ，　人問の満足 ・自己実現がともに成立しうる組織のあり方の現実
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的な追求である。かつてマルクスが描いた近代社会の労働疎外からの解放の可

能性が現実のものとなりうるとすれば，やはりそのような組織のあり方の追求

をとおしてであろう 。

　このような観点からみるとき ，これまでの組織理論のなかで，どの理論にも

まして重きをなすのは，近代組織理論の成立をもたらしたとして評価のあるバ

ーナード（Ｂａｍａｒｄ， Ｃｈ．Ｌ．）の〃６ル〃〃ｏ舳 げ〃６Ｅ〃６〃伽６．１９３８（山本安次

郎ほか訳『経営者の役割（新訳）』１９６８年，ダイヤモンド杜）であろう 。

　バーナードは主著『経営者の役割』のなかで，組織と人間，協働と個人を対

立的に捉えるのではなく ，「個人と協働の同時的発展」のシステムを追求した 。

このために，かれは，人間の協働行為が「有効性」，つまり協働（組織）の目

的の達成と ，「能率」，つまり個人的動機の満足という２つの側面をもつという

認識を則提として，これらの両方の側面の達成，つまり「組織の均衡」が組織

存続の不可欠の条件であり ，「組織の均衡」の達成なしには組織は存続しえな

いとした 。

　バーナードの「組織均衡」理論のエッ センスは，つぎのようにまとめられる 。

　「協働の永続性は，協働の（・）有効性と（ｂ）能率，という２つの条件に依存する 。

有効性は社会的，非人格的な性格の協働目的の達成に関連する。能率は個人的

動機の満足に関連し，本質的に人格的なものである。有効性のテストは共通目

的の達成であり ，したがってそれは測定される。能率のテストは協働するに足

る個人的意思を引き出すことである 。」（〃五 ，ｐ ．６０ ：同上訳，６２～６３ぺ一ジ 。）

　「それゆえ協働の存続は，つぎのような相互に関連し依存する２種の過程に

かかっている。（・）環境との関連における協働体系全体に関する過程，（ｂ）個人間

に満足を創造したり分配したりすることに関する過程。」（〃♂，ｐ．６０ －６！ ：同上訳 ，

６３ぺ一ジ 。）

　ここには，組織存続の条件である「組織均衡」が，２つの側面から成 ってい

ることが示されている 。

　第１は，組織の有効性の実現である。ここで，組織の有効性とは，組織が組
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織の目的を達成することを意味しており ，したがってまたその達成の度合が有

効性の度合を示すことになる。組織は，その目的を達成できない場合には，崩

壊せざるをえない。これは，組織が環境との対外的な関連で展開する過程，つ

まり組織の「対外均衡」の過程である 。

　第２は，組織の能率の実現である。ここで，能率とは，協働体系に必要な個

人的貝献の確保に関する能率のことでである。組織の存続は，その目的を達成

するのに必要なエネルギーの個人的貝献を確保し，維持しうる能力にかかって

いる。これは，組織が対内的に，協働体系を構成する個人間に満足を創造した

り， 分配したりする過程，つまり組織の「内部均衡」の過程である 。

　そして，これらの２つの条件，組織の「対外均衡」と「内部均衡」の実現さ

れることが，組織存続の不可欠の条件であるとされている 。

　こうして，バーナードは，一方でウェーバーの説く ，組織と人問，協働と個

人の間に存在する現実の矛盾の重さを則提としながら，現実的に組織の効率 ・

有効性と人問の満足がともに成立しうる組織のあり方を追求しようとする 。

　２　「組織均衡」理論 ：ハーナード以後の展開０　　サイモンとマーチ ・サ

　　イモンの理論

　ハーナードの「組織均衡」理論のフレームワークは，サイモン（Ｓｍｏｎ，Ｈ

Ａ．）のＡ♂刎〃５肋〃閉Ｂ６加切ｏ（１ｓｔ　ｅ
ｄ． １９４７，２ｎｄ 　ｅｄ．１９５７．３ｒｄ　ｅｄ．１９７６（松

田武彦ほか訳『管理行動』第３版新訳，１９８９年，ダイヤモンド社）に引き継がれ，さ

らにマーチ（Ｍａｒｃ
ｈ， Ｊ．

Ｇ）とサイモンの０惚伽伽〃ｏ郷，１９５８（土屋守章訳『オー

ガニゼーシ ョンズ』１９７７年，ダイヤモンド社）で展開されていくことになっ た。

　ところで，「組織均衡」理論は，バーナード以後，組織内部での個人的動機

の満足の問題，つまり「内部均衡」の問題に関心を傾斜させた 。

　（１）サイモンの「組織均衡」理論

　サイモンは，かれの「組織均衡」理論をＡ伽〃５肋伽３Ｂ３加がｏブ（『管理行

動』）の第６章で展開している。この第６章について，かれはあらかじめ「第
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３版への序文」のなかで，「この章に示される理論の大部分は，『帰属しようと

する決定』に含まれている人問の諸動機について論ずるための体系的な枠組を

初めて提供した，チ ェスター・ バーナードの考えを繰り返したものである」と

コメントしている（〃ゴ，ｐ．ｘｉ ：同上訳「第３版への序文」８ぺ 一ジ）。 そして，一

般にもサイモンの「組織均衡」理論がそのようなものとして理解されている向

きがある 。

　しかし，サイモン自身のこのようなコメントにもかかわらず，かれの「組織

均衡」理論のフレームワークは，バーナードのそれとはかなり大きく変質した

ものとなっ ている 。

　それは，サイモンの「組織均衡」という問題のたて方自体のなかに現れてい

る。 かれは，この問題を，「なにゆえ個人がみずから進んで組織された集団に

参加するのか，そして，個人の目的を，確立されている組織の目的に従わせる

のはなぜか」（〃五，ｐ．１１０ ：同上訳，１４２ぺ一ジ）というフレームワークで立てて

いる。さらに，この問題について，つぎのようにのべる 。

　「組織のメンバーは，組織がかれらに提供してくれる誘因と引き換えに組織

に貢献している。１つの集団による貢献は，その組織が他の集団に提供する誘

因の源泉である。もし，貢献を合計したものが，必要な量と種類の誘因を提供

するのに，その量と種類において十分であるならば，その組織は存続し，成長

するであろう 。そうでなければ，均衡が達成されることなく ，その組織は縮小

し， 結局のところ消えてなくなるであろう 。」（〃五，ｐ ．１１１ ：同上訳，１４４ぺ一ジ
。）

　すでにあきらかなように，ここに「組織均衡」の問題として定式化されてい

るのは，バーナードのフレームワークでいえば，「組織均衡」の１つの要素と

しての組織の「内部均衡」の側面である 。バーナードの場合，「内部均衡」の

過程と同時に，組織が環境との関係で展開する「対外均衡」の過程が「組織均

衡」の柱をなしていた。しかし，サイモンの場合には，この「対外均衡」の側

面は，「組織均衡」の２つの柱の１つとして位置づけられおらず，「組織均衡」

の問題が「内部均衡」の問題に倭小化されている 。

　しかし，サイモンの場合にも「対外均衡」の側面がまっ たく視野に入ってい

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２９）



　６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

ないわけではない。かれは，組織への種々の参加者グルー プのなかで，「組織

均衡」の維持に主導的な権力をもつ支配集団として経営者をあげ，企業組織

（営利組織）では，かれらはつぎの２つの方法によっ て誘因と貢献との間のバラ

ンスを維持し，組織の保存ないし成長の目的を志向するものとしている

（１６泌，ｐ．１１９ ：同上訳，１５３～１５４ぺ 一ジ）。

　第１ ．顧客に要求に応じて組織の目的を変えること 。

　第２　資源，金銭的貝献，従業員の時問と努力を，従業員に対し最大の誘因

を与え，これらの資源を利用して組織目的を最高に達成するような方法でもっ

て， 利用すること 。

　これら２つの方法のうち，第１の方法は，それだけをみれば，すでにあきら

かなように，バーナードのいう組織の有効性の実現，つまり「対外均衡」の過

程の重要な１側面を示している 。

　しかし，サイモンの場合，これら２つの側面が，バーナードの場合のように

「組織均衡」における２つの側面として位置づけられているわけではない。そ

れは，あくまでも個人が組織に参加する誘因と貢献のバランスの維持，つまり

「内部均衡」実現のための２つの方法として位置づけられている。しかも ，そ

の上で，これら２つの方法のうちでも ，「第２のタイプの調整　つまり ，組

織目的に照らして与えられた資源をできるかぎり有効に使用するというタイプ

の調整　　によっ て， 能率が，このような組織における管理的意思決定の基本

的な価値基準となっ ている」（〃泓，ｐ．１２０ ：同上訳，１５４ぺ一ジ）とされている 。

つまり ，２つの方法のうちでも ，第２の方法，すなわち能率の基準が企業組織

における管理的意思決定の基本的な基準であるというわけである 。

　こうして，サイモン自身のコメントにもかかわらず，かれの「組織均衡」理

論は，バーナードのそれと対比した場合，経営者の意思決定における，組織の

「対外均衡」の側面を大きく後退させ，「内部均衡」の側面に傾斜したものとな

っている 。

（２）マーチ ・サイモンの「組織均衡」理論
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　サイモンの「組織均衡」理論から，さらにマーチ ・サイモンの０卿〃加一

肋狐（『オーガニゼーシ ョンズ』）は，「組織均衡」理論のフレームワークをどの

ように展開させたであろうか 。

　バーナードの「組織均衡」理論のフレームワークに対するマーチ ・サイモン

の理論展開は，結論的にいえば，２面的である。マーチ ・サイモンは，一方で ，

「組織均衡」理論のフレームワークのレベルでいえば，そこから「対外均衡」

の側面を欠落させ，その内容を「内部均衡」の理論に純化させた。しかし，他

方では，いわゆる「組織均衡」理論のフレームワークとは別に，これまでバ ー

ナードやサイモンには明示的に展開されたことがなかった「組織革新」の理論

を展開し，この点では，新たなレベルで「対外均衡」の理論を展開することに

なっ た。

　マーチ ・サイモンの「組織均衡」理論は，同上書，第４章で展開されている 。

そこでは，「組織均衡」理論がつぎのように位置づけられている 。

　「組織均衡についてのバーナード ・サイモン理論は，基本的に動機づけの理

論である。すなわち，組織が，そのメンバーをして参加を継続させるように彼

らを誘因し，それによっ て組織の存続を確保しうる諸条件についての言明であ

る。」（〃ａ，ｐ．８４ ：同上訳，１２８ぺ一ジ 。）

　こうして，マーチ ・サイモンは，「組織均衡」理論を，当初から明確に「参

加動機づけの理論」，つまり「参加モチベ ーシ ョンの理論」として位置づけて

いる 。

　その上で，まずこのような「組織均衡」理論を科学的実証に耐えられるもの

として仕上げるために，誘因と貢献のバランス（差引超過分）をいかに測定す

るかという測定手続きの問題を展開する 。

　さらに，種々の組織参加者のうちで従業員を対象として，組織参加の意思決

定についての一般モデルの構築を図る。その際，マーチ ・サイモンは，まず従

業員の参加意思決定の程度を測る基準として，離職率 （労働移動率）をとる 。

そして，この離職率に現れる誘因と貢献のバランスは，さらに，¢組織を去る

知覚された願望と ，　組織を移動する知覚された容易さ ，という２つの主要な
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構成要因の関数であるとする，仮説を立て，これら２つの要因にたいして，そ

れぞれどのような諸要因が影響を及ぼすかについての因果関係を詳細に分析す

る。

　以上のように，マーチ ・サイモンは，「組織均衡」理論のフレームワークを ，

当初から「対外均衡」の側面を排除した，もっ ぱら「参加モチベーシ ョンの理

論」として設定し，その理論的な精綴化を図っている。したがって，「組織均

衡」理論のレベルでは，マーチ ・サイモンは，その内容を「内部均衡」の理論

に純化し，徹底させた 。

　しかし他方，マーチ ・サイモンは，同上書の第７章（最終章）で，いわゆる

「組織均衡」理論のフレームワークとは別に，これまでバーナードやサイモン

には明示的に展開されたことがなかった「組織革新」の理論を展開している 。

　マーチ ・サイモンは，第７章の冒頭で，つぎのようにのべる 。

　「前章（第６章「合理性における認知限界」…引用者）のいたるところで，われ

われはプログラム化されていない活動および新しいプログラムの創出にむけら

れている活動に言及することが必要であると気づいていたけれども ，前章では

組織における変化にではなく ，組織内の『定常状態』に注意を向けていた。し

たがって，合理性の認知的限界が組織の変化とプログラムの形成の過程にどの

ように影響するかということをより完全に分析する仕事が，なお残されている

ことになる。この章では，われわれは，この残された部分を埋めていくことを

試みてみよう 。」（〃〃，ｐ．１７２ ：同上訳，２６３ぺ一ジ 。）

　こうして，マーチ ・サイモンは，同上書の締め括りの段階に至り ，「新しい

プログラムの創出にむけられる活動」，つまり「組織革新」の問題を取り上げ

る。

　マーチ ・サイモンは，この「組織革新」の基本的なフレームワークをつぎの

ように要約している 。

　「１　　組織内プログラムの主要な要件は，ある要請ないし基準を充足させ

ることであり ，これらの基準は時として緩慢に変化せざるをえないものである 。

　２．行為プログラムがなくて，１つないしはそれ以上の基準が充足されてい
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ないときには，この条件を改善するために，ある行為プログラムが創始される

と， われわれは予測することができる 。

　３組織のプロクラムの変化は　　新しい活動を付加することによろうと既

存の活動を変化させることによろうと　　 は， 伝統的な意味での選択過程を含

むのみではなく ，新しいプログラムの可能性を描き出し，その結果を検討する

創始の過程をも必要としている 。

　４．ほとんどの場合，特定の行為プログラムは特定の基準につながっており ，

現実世界は大体において複雑な因呆関係が空虚になっ ている。諸行為プログラ

ムが相互に関連しているのは，主として，行為を創始し実行するのに利用可能

な希少な組織内資源に対する要求を通じてのことである 。」（〃ムｐ．１７６－１７７ ：

同上訳，２６９～２７０ぺ一ジ
。）

　このような「組織革新」の基本的なフレームワークを則提として，マーチ ・

サイモンはさらに，革新の過程，革新の契機，プログラムの形成，そして組織

のヒエラルキーが革新の過程に対してどのような影響をあたえるか，といっ た

問題を追求し，「組織革新」理論の精綴化を図 っている 。

　こうして，マーチ ・サイモンは，「組織均衡」理論のレベルとは別に，新た

に「組織革新」理論を展開している。いうまでもなく ，「組織革新」は，環境

変化に対する組織の適応過程のもっとも重要な部分の一つをなしている。その

意味では，マーチ ・サイモンは，一方ではバーナード以来の「組織均衡」理論

をｒ内部均衡」の理論に純化しつつ，他方では，ｒ組織革新」理論という新た

なレベルで「対外均衡」の理論を展開しようとしたともいえる 。

　３　「組織均衡」理論 ：ハーナード以後の展開　　　 「モチベーション理論」

　　と「コンティンジェンシー理論」

（１）「モチベーシ ョン理論」

　バーナード，サイモン，マーチらの近代組織理論の流れとは別に
，１９６０年代

に一世を風摩した組織理論の流れに，組織心理学者らによっ て展開された「モ

チベーシ ョン理論」がある 。
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　それを代表する著作には，アージリス（Ａ・ｇｙ曲Ｃ．）のＰ附ｏ伽Ｚ伽伽４

０惚舳脳肋ｏ〃，１９５７（伊吹山太郎　中村実訳『組織とパーソナリティ　　システムと

個人の葛藤』１９７０年，日本能率協会）および１〃惚伽加ｇ肋６１〃〃４伽Ｚ伽４肋 ６

０偲伽あ〃ｏ〃，１９６４（三隅二不二 ・黒川正流訳『新しい管理社会の探究』１９６９年，産

業能率短期大学出版部），マクレガー（ＭｃＧｒｅｇｏｒ，ｕ）の〃６Ｈ〃閉伽８〃６げＥ〃一

〃砂ｒ細，１９６０（高橋達男訳『（新版）企業の人間的側面』１９７０年，産業能率短期大学出

版部），リ ソカート（Ｌ１ｋｅｒもＲ）の１Ｖ；６伽 肋肋ブ郷 げ〃伽昭３舳仏１９６１（三隅二

不二訳『経営の行動科学　　新しいマネジメントの探究』１９６８年，タイヤモント社）お

よび丁加Ｈ〃刎伽０偲伽伽伽〃＿１な〃伽ｏｇ舳６〃伽ゴ吻〃３． １９６７（三隅二

不二訳『組織の行動科学　　ヒューマン　オーカニゼーシ ョンの管理と価値』１９６８年 ，

ダイヤモンド社），ハーズバ ーグ（Ｈｅｒｚｂｅｒｇ，Ｆ．）のＷ６ブ尾ｏ〃肋３ル肋“ げ

〃伽，１９６６（北野利信訳『仕事と人問性　　動機つけ　衛生理論の新展開』１９６８年，東

洋経済新報社），などがある 。

　これらの理論に共通するのは，現代社会において組織を構成する人間を，能

動的な行動，責任への願望，仕事を通じての成長の機会を志向する自己実現願

望型人間であると仮定する点である。そして，これまでの組織管理が構成員の

不満や抵抗を生んできたのは，人問をこのような自尊心をもち，自己実現を願

望するものとして則提してこなかったからであるとする。このような組織人問

観の基礎になっ ているのは，人問の欲求には，ｏ生理的欲求，　安全 ・安定性

要求，　所属 ・愛情欲求，＠尊厳欲求，＠自己実現欲求，という階層性があり ，

人間の欲求満足化行動は，○の低次欲求から　の高次欲求へと逐次的 ・段階的

に移行していくとする，周知のマズロー（Ｍ。。１ｏｗ，Ａ．Ｈ．）の「欲求階層説」で

ある（ｄｏ
．，
〃。加〃。舳〃１）鮒・伽〃似１９５４〔小口忠彦監訳『人問性の心理学』１９７１年 ，

産業能率短期大学出版部〕を参照）。

　このような組織人問観に立 って，これらの理論は，具体的に，それまでの命

令型の組織管理方式に対して，さまざまの自己実現型の組織管理方式を主張し

た。 たとえば，アージリスは，職務における能力発揮の機会を増やす「職務拡

大」や，職務内容の決定に担当構成員を参加させる「参加的リーダーシ ップ」
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の必要性を主張した。また，マクレガーは，これまでの伝統的な管理方式はマ

ズローの低次要求（生理的要求や安全 ・安定性要求など）を比較的に強くもつ組織

成員の行動モデル，つまり「Ｘ理論」にもとづくものであり ，これに対して

マズローの高次要求（尊厳欲求や自己実現欲求）を比較的に強くもつ組織成員の

行動モデル，つまり「Ｙ理論」にもとづく組織管理方式を主張した。具体的

に， 従業員による独自の目標設定，自主統制と自主管理，能力開発，参加制度

の設定，管理者のリーダーシ ップ再訓練などがマクレガーの主張した管理方式

の内容であ った。要するに，マズローの高次要求志向型の人問観に立 って，伝

統的な命令と統制の組織管理から，参加的な自主管理型の組織管理への転換の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
必要性を説いたことが，これらの理論の共通の特徴であ った 。

　ところで，このような「モチベーシ ョン理論」の背景にあるのは，すでにあ

きらかなように，組織成員個人の自己実現的な動機の満足，つまり組織の「内

部均衡」の実現が組織の存続，組織の有効性にとっ て第一義的な重要性をもつ

という基本的な認識である。このような「モチベーシ ョン理論」の盛行は，結

果的には，「組織均衡」理論を「内部均衡」論的に理解する傾向により一層拍

車をかけることになっ た。

　（２）「コンティンジェンシー理論（条件適応理論）」

　このような傾向に対して，１９７０年代以降，むしろ組織と市場環境や利用する

技術との関係の側面，つまり組織の「対外均衡」の側面に重点をおき ，結果と

して「組織均衡」理論の新たな理論的発展を担うことになっ たのは，「コンテ

ィンジ ェンシー理論」である 。

　「モチベ ーシ ョン理論」が組織存続の条件として，組織成員個人の満足の側

面を第一に重視したのに対して，ｒコンティンジェンシー理論」はむしろ，組

織と市場環境や技術との関係の側面を重視する 。つまり ，組織の存続は，まず

なによりも組織を取り巻く市場環境や利用する技術の状況との適応，つまり

「条件適応」によっ て決定されるというのが，「コンティンジェンシー理論」の

基本的な認識のフレームワークである。このことは，いいかえれば，「コンテ
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インジェンシー理論」というものは，組織がその存続を目指そうとすれば，そ

の特性を市場環境や技術に適応させなければならないという認識をもっ ている

ことを意味している 。

　組織理論の世界にｒコンティンジェンシー理論」という呼ぴ名が　般化する

ようになっ たのは，ローレンス（Ｌ・ｗ・ｅｎ・・ ＰＲ）とローシュ（Ｌｏ。。。ｈ， ＪＷ）の

０偲伽加〃ｏ〃伽ゴＥ舳かｏ〃刎３〃，１９６７（吉田博訳『組織の条件適応理論』１９７７年
，

産業能率大学出版部）を契機としている。かれらは同上書のなかで，それまでの

伝統的な組織理論の批判的な検討のあと ，新しい組織理論の方向を示すものと

して，「その研究内容が条件適応的なもの」，つまりｒ組織は，おかれている条

件が違えばそれぞれどのように機能の仕方が違うかを解明しようとした研究」

をサーベイし，それらに共通するアプローチを組織の「コンティンジェンシー

理論」と呼んだ（１６〃 ，Ｃｈ．ｐ　ＸＩＩＩ同上訳，第８章）。

　ローレンスとローシュが「コンティンジェンシー理論」を導く際，先駆的な

研究として最初に取り上げているのは，バーンズ（Ｂｕｍｓ，Ｔ．）とストーカー

（Ｓｔａ１ｋ
ｅ。，ＧＭ）の〃６〃ｏ舳８ｒ舳６〃 げ１舳ｏり肋ｏ〃，１９６１，である。かれらの

研究は，イギリスの２０の事業組織の調査をもとに組織構造のタイプの有効性と

変動過程を分析したものである。かれらの調査によれは，事業組織の管理シス

テムには，　般に機械的管理システムと有機的管理システムという２つのタイ

プが見出されるが，これらの２つのタイプは一方が他方よりも不変的に有効で

あるという性格のものではなく ，その有効性は市場環境や利用技術などの外部

的な要因の変化率によっ て規定される。結論的にいえば，市場や技術の変化率

の高い事業組織では一般に有機的管理システムを採用する傾向があり ，他方 ，

安定的な環境の下にある事業組織では官僚的な機械的管理システムが採用され

る傾向がある。さらに，安定的な環境の事業から変化率の高い事業分野への参

入に成功した企業は，組織構造を機械的管理システムから有機的管理システム

に転換することに成功していたのに対して，参入に失敗した企業は，組織構造

の転換を成しえなかった場合が多いことをあきらかにした。ローレンスとロー

シュ は， バーンズとストーカーの研究に「コンティンジェンシー理論」の原点
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を見出している 。

　ローレンスとローシュ はさらに，イギリス ・サウス ・エセ ックスの製造企

業１００社の調査を行い，生産システムと組織構造の関係，具体的には単晶 ・小

ハソ チ生産，大ハソ チ・ 大量生産，装置生産といっ た生産システムのタイプと

権限階層，トッ プおよびミドルの統制範囲，管理者 ・スタ ッフ ・直接労働者な

どの比率の間には対応的な関係があることをあきらかにしたウ ッドワード

（Ｗｏｏｄｗａｒｄ， Ｊ．）の１〃刎５ケ〃０榊肋〃ｏ〃一丁加ｏび伽４戸附伽６． １９６５（矢

島鉤次 ・中村寿雄訳『新しい企業組織』１９７０年，日本能率協会），アメリカ大企業に

おける機能別部門組織から事業部制組織への組織革新についての歴史研究を通

して ，「組織は戦略に従う（Ｓｔ。。。ｔ皿。ｆ．１１．ｗ。。ｔ。。ｔ．ｇｙ．）」という周知の命題を導

いたチャントラー（Ｃｈａｎｄ１ｅｒ　ＡＤＪｒ）の８炉〃６馴伽３８炉〃け肌６．１９６２（三菱経

済研究所訳『経営戦略と組織』１９６７年，実業之日本社）などを「コンティンジェン

シー理論」を導く研究としてサーベイしている 。

　「コンティンジェンシー理論」は，１９７０年代以降，ガルブレイス（Ｇａ１ｂ．ａｉｔｈ ，

Ｊ． ），

野中郁次郎氏，加護野忠男氏らの「情報プロセシング ・モデル」アプロ

ーチの採用などによっ て， その精綴化が図られ，新たな発展がみられた

（Ｇａ１ｂｒａｌｔｈ，Ｄ３惚舳ｇ　Ｃｏ妙Ｚ飢０ｒｇ舳ｚｚ肋ｏ似１９７３〔根津祐良訳『横断組織の設計』

１９８０年，ダイヤモンド社〕 ，ｄｏ ．，

０ブｇ舳ゴ刎ゴｏ〃 Ｄ６晦〃，１９７７，野中郁次郎『組織と市場』

１９７４年，千倉書房，加護野忠男『経営組織の環境適応』１９８０年，白桃書房，を参照）。

　しかし，「コンティンジェンシー理論」は，組織と環境との適応関係を重視

するあまり ，逆に組織内部での人間のあり方の問題を軽視することになっ た。

つまり組織の「対外均衡」を重視する反面で，「内部均衡」の側面を逆に軽視

することにな った 。

　また，「コンティンジェンシー理論」は，個別企業の実践の観点から，改め

てその有効性が問われることになっ た。 個別企業の実践の立場からみれば，組

織構造を企業戦略，したがってまた環境に適応させることが企業組織の有効性

を保障するという「コンティンジェンシー理論」の分析的な認識フレームワー

クは，あまたりにも単純で，　般的であり ，また受動的にすきるところがあ っ
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た。１９８０年代に入ると ，同じように多角化した事業構造を管理するためにプロ

タクト ・ポートフォリオ ・マネジメント（ＰＰＭ）の手法や戦略的事業単位組織

（ＳＢＵ）を採用しても ，個別企業によっ てその成果が大きく分かれるのはなぜ

かということが実践的に問題となり ，あらためて，企業組織の有効性を規定す

る多様な要因が問題とされることになっ た。 そのなかから，これまで企業組織

を規定する構造やシステムといっ た可視的な部分だけではなく ，目に見えない

組織文化や組織成員の共通の価値観といっ た要因の重要性があらためて認識さ

れることになっ た。 また，環境への適応というｒコンティンジェンシー理論」

のもつ受動的なフレームワークに対して，企業組織の環境へのより主体的 ・能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
動的な働きかけを重視するフレームワークの必要が強調されることになっ た。

　こうして，「コンティンジェンシー理論」は，今日 ，その限界が問題となり ，

その克服が課題となっ ている 。

　ところで，以上でみてきたように，バーナードに始まる「組織均衡」理論は ，

組織と人問の関係の側面と ，組織と環境の側面，つまりｒ内部均衡」とｒ対外

均衡」の両面への過度の傾斜を経験しながら，今日に至っている。このような

流れを念頭におくと ，以上のようなｒコンティンジェンシー理論」をめぐる理

論的課題は，今日新たな次元で，「組織均衡」理論としての本来の理論的「均

衡」を取り戻す課題として位置づけることができる 。

　４　「組織均衡」理論 ．ハーナード以後の展開　　　経済学における「組織

　　均衡」理論の発見 ：青木昌彦氏の「協調ゲーム ・モテル」

　以上，もっ ぱら近代組織理論の流れのなかで，バーナードに始まる「組織均

衡」理論をめぐる状況をみてきた 。

　ところで，これとはまっ たく別に，経済学の流れのなかに，「組織均衡」理

論にかかわる動きがある。青木昌彦氏による企業組織の「協調ゲーム ・モデ

ル」がそれである（ｄｏ ．， 丁加Ｃｏ一砂舳加。Ｇ舳。 Ｔん。。びげ伽〃舳，１９８４〔青木昌

彦『現代の企業　ケームの理論からみた法と経済』１９８４年，岩波書店〕 ，ｄｏ ，１〃 一

加舳”〃ｏ〃，１〃閉伽硲伽６肋砥”〃〃ｇ加伽Ｊ砂伽鮒Ｅ６０〃ｏ刎ツ，１９８８〔永易浩一訳
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『日本経済の制度分析　　膚報　インセンティフ　交渉ケーム』１９９２年，筑摩書房〕を

参照）。

　すでにくわしく紹介したことがあるように（坂本和一〔１９９２剛を参照），青木

氏の「協調ゲーム ・モデル」のエッ センスは，企業を株主集団と従業員集団を

メンバーとする１つの連合体とみなし，企業の市場行動とその内部における剰

余の分配を協調ゲームの交渉解として解釈しようとするところにある。ここで

は， 経営者の本質的な機能が，協調ゲームの解を見出すことに共通の利益を有

する株主集団と従業員集団の問の調停者の機能として概念化されることになる 。

　ここには，青木氏による独自の「組織均衡」理論の発見がある 。

　これまで「組織均衡」理論の主要な舞台は，社会学，組織科学，経営学など

の分野であり ，経済学でこの理論が積極的に取り上げられることは，ほとんど

なかった。もとより ，この理論が経済学で取り上げられるとすれは，それはま

ずなによりも ，企業理論においてであ ったであろう 。しかし，これまでの経済

学の主流で取り扱われる企業理論のフレームワークは，この理論を導入するべ

一スとしての，「組織体」としての企業という認識をもっ ていなかった。これ

が， これまで経済学が「組織均衡」理論と無縁であ った背景のように思われる 。

　しかし，１９７０年代以降，経済学でも企業を１つの「組織体」として認識しな

ければならないとする流れが急速に強くなっ てきていた。その意味では，経済

学と近代組織理論の中核である「組織均衡」理論が接合しうるべ一スが形成さ

れてきていた。このような状況のなかで，近年，ｒ協調ゲーム論」からのアプ

ローチで企業組織モデルの構築に取り組んだ青木氏が，その理論的フレームワ

ークとして「組織均衡」という理論に到達したのは，ある意味では，理論の発

展が辿るべき１つの必然のステ ップであ ったともいえる 。

　しかし，別の機会にすでにくわしく検討したように，青木氏による企業組織

の「協調ゲーム ・モデル」は，本来の「組織均衡」のフレームワークからすれ

ば， 基本的に「内部均衡」の側面をモデル化したものであ った。それは主とし

て， 企業組織内での参加者のパワー・ ゲームと内的効率性の側面をモデル化し

たものであ ったからである 。
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　これに対して，「組織均衡」というフレームワークのもう１つの側面をなす ，

「対外均衡」の側面については，最大限に評価しても ，「内部均衡」に対して従

属的な位置しか占めていないのが，青木氏の「協調ゲーム ・モデル」の特徴で

あっ た。

　もとより ，繰り返し確認してきたように，「組織均衡」の実現は，組織の

「内部均衡」と「対外均衡」という２つの側面をもち，これら２つの側面を同

時に実現することが組織存続の条件である。このような視点からいえば，経済

学における青木氏の「協調ゲーム ・モデル」は，先の「コンティンジェンシー

理論」の場合とは逆に，「対外均衡」の側面を正当に取り込むことによっ て，

「組織均衡」理論としての本来の理論的「均衡」を回復する課題に直面してい

るといえる 。

　以上みてきたように，本来の組織理論の流れのなかでも ，また新しい経済学

における企業理論の流れのなかでも ，「組織均衡」理論は，いま，本来の理論

的「均衡」を取り戻す課題に直面している 。

　以下，本稿では，組織と人間の関係という問題のレベルから，今日の代表的

な企業組織モデルとして，野中氏の「組織的知識創造モデル」を検討する。こ

の野中氏の企業組織モデルは，以上のような新たな次元での「組織均衡」理論

の構築という課題に１つの可能性を提示するものとなっているのではないか 。

これが，本稿の基本的な趣旨である 。

　　１）「モチベーシ ョン理論」の評価については，加護野忠男（１９８０），３７～４０ぺ一ジ ，

　　　坂下昭宣（１９８５），第１部，二村敏子編（１９８２），第３，４章，土屋守章　二村敏

　　　子編（１９８９），第６章，を参照 。

　　２）「コンティンジェンシー理論」の評価については，野中郁次郎（１９８５），第３章 ，

　　　第４章１を参照 。
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１　野中氏の企業組織モデル

　モデル」のフレームワーク

「組織的知識創造

　野中氏の企業組織モデルをめぐる論議は，『企業進化論』（１９８５年，日本経済新

聞社）以来，今日まで精力的かつ多彩に展開されてきている。そのエッ センス

は， 「組織的知識創造」アプローチによる企業組織モデルである。野中氏がこ

の理論と実証を集約的に提示されているのは，『知識創造の経営』（１９９０年，日

本経済新聞社）である。以下，本稿では，主として同書によりながら，野中氏

の企業組織モデルを検討する。はじめにそのエッ センスを要約的に紹介する 。

　野中氏の企業組織モデルは，先のコース／ウィリアムソン ・モデルや青木氏

の協調ケーム　モテルが基本的に経済学に立ったものであ ったのに対して，組

織理論に立脚したものである。野中氏の基本的なモチーフは，このような組織

理論の立場から，戦後日本企業がつくり出した国際的な競争優位性の背景には ，

とのような要因があ ったのかを問い，そのような要因の普遍的な可能性と限界 ，

さらにより高度な普遍性への課題をあきらかにしようとするところにある 。

　一般に，日本企業の競争優位性をつくり出した要因という場合，終身雇用制 ，

年功賃金制，企業別組合といっ た労働慣行，ジャスト ・イン ・タイム方式や

ＱＣサークル活動，系列や改善といっ た経営手法などがさまざまな濃淡で強調

されることが多い。野中氏の分析にみられる特徴は，このような一般的な状況

に対して，それらの個々の慣行や手法を超えた「知識創造」のマネジメントの

レベルで日本企業のつくり出した競争優位要因の理論化を図ろうとしている点

にある 。

　野中氏は，同上書の趣旨をつぎのようにまとめている 。

「この本の主張は，第１に，日本企業の経営理論と実践にける貢献は，効率を

中心とした生産システムや改善などの手法的なものと同時に，より理念的なビ

ジョンに基づいた組織全体の知識創造，われわれの概念でいえば，組織的知識
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創造の１つのパターンと組織原理を開発したことにあるということである。第

２に，そのような知の創造のあり方が一層普及し，さらに世界的に評価される

ためには，より高質な知の創造に向けて挑戦していく必要があるということで

ある 。」（同上書，「はしがき」ｉぺ一ジ 。）

　上の引用からもわかるように，野中氏の理論は，２つの柱から成っている 。

第１は，戦後日本企業が開発し，日本企業の競争優位の背景をなしたとされる

知識創造のパターン，「組織的知識創造モデル」を理論的にあきらかにするこ

とである。第２は，その普遍性と限界をあきらかにし，それがより高度の普遍

性を獲得するための課題をあきらかにすることである 。

　ところで，野中氏の「組織的知識創造モデル」は，知識創造の１つのパター

ンであると同時に，さらにそれは知識創造のマネジメントという視点からみた

１つの企業組織モデルを示している。以下では，「組織的知識創造モデル」と

いうとき ，それは１つの知識創造モデルであると同時に，より広く ，１つの企

業組織モデルを意味するものとする 。

　はじめに，主として本稿で検討の対象とする第１の点について，かんたんに

その理論的なエッ センスを紹介する 。

　１　組織理論のパラタイム革新　　新しい組織理論の探索

　野中氏は，戦後日本企業が開発した新しい企業組織モデル，「組織的知識創

造モデル」の理論を展開するに先立 って，これまでの組織理論の基本的な発想 ，

パラダイムを点検している（以下，同上書，第１章による）

　具体的に野中氏は，¢近代組織理論の出発点となっ たバーナード理論からは

じまり ，　バーナード理論を基礎に意思決定の科学化を図ったサイモン理論 ，

　組織の内部効率をいかに達成するかという問題から，組織が外部環境にいか

に適応するかという問題に組織理論の視点を転換させた コンティンジェンシー

理論，＠現実の実践のなかで蓄積された経験的知識の分析とその科学的利用を

図ろうとした戦略的経営論，　企業のパフォーマンスが組織に共有された思考

様式や行動様式に依拠する点を重視する企業文化論，＠意思決定における暖味
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さに着目し，近代合理主義の行動観に疑問を投げかけるゴミ箱モデル，などを

逐次検討する。それらの検討をとおして，野中氏は，つぎのように，これらの

従来の各種の組織理論に共通の発想，パラダイムを見出している 。

　「諸理論において共通している点は，それらの理論展開の基本的な視点が ，

第１に人間の『可能性』や『創造性』ではなく ，人問の『諸能力の限界』に注

目しているということ ，第２に人問を「膚報創造者』としてではなく ，『情報

処理者』としてみなすこと ，最後に環境の変化に対する組織の『主体的 ・能動

的な働きかけ』ではなく ，『受動的な適応』を重視していることである 。」（同

上書，４０ぺ一ジ 。）

　これらの３つの点は，いうまでもなく ，一体のものである。これらの従来の

組織理論の基礎にあるのは，サイモンに典型的に示されているように，人問の

認知能力には限界があるという人間観である。そして，このような限界のある

人問の認知能力を克服しようとするところに組織が存在する意義を見出す。つ

まり ，そのような人問観に立ってみた場合，組織にとっ ての基本問題は，環境

の不確実性に伴う情報処理の負荷をいかに効率的かつ迅速に解決していくかと

いうことであり ，組織とはそのような１つの情報処理システム，問題解決シス

テムとして意義をもつことになる。また，このような組織観に立った場合，コ

ンティンジェンシー理論に典型的にみられるように，組織とはもっ ぱら環境の

生みだす情報処理の負荷に適合する情報処理能力を構築して適応していく受動

的な存在として理解されるのも ，必然的な帰結である 。

　しかし，今日 ，たとえば私たちのまわりで見られるイノベーシ ョンの過程を

とっ てみても ，「組織は，むしろ情報を発信あるいは創造して，主体的に環境

に働きかけていくのではないか」（同上書，４５ぺ一ジ）と ，野中氏はいう 。

　「特に組織の知識創造の典型であるイノベーシ ョンの過程は，情報処理モデ

ルあるいは問題解決モデルでは十分に説明できない。イノベーシ ョンの生成過

程では，組織は主体的に問題を創造し，定義し，その過程で新たな情報や問題

を次々とダイナミッ クに生み出していくからである。それだけではない。組織

の一部分から生み出されたイノベーシ ョンは，さらに関連情報や知識を連鎖的
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に生み出し，組織全体の知識体系を組み替えていくのである。これは，いかに

して情報を処理していくかという視点からではなく ，むしろいかにして情報や

知識を創造していくかという視点から，組織をとらえることの必要性を示唆し

ている 。」（同上書，４５～４６ぺ一ジ
。）

　つまり ，いまや，¢人問の「諸能力の限界」ではなく ，「可能性」や「創造

性」に注目し，　人間を「情報処理者」としてではなく ，「情報創造者」とし

てみなし，　そして，環境の変化に対する組織の「受動的な適応」ではなく ，

「主体的 ・能動的な働きかけ」を重視するような，組織理論のパラダイム革新

が必要であるというわけである。そして，戦後日本企業が開発したマネジメン

トの方法論，「組織的知識創造」と，このようなアプローチにもとづく企業組

織モデルは，まさにこのような課題に応えるもの，少なくともその重要な１つ

の解答を用意するものであるということである 。

　２　「組織的知識創造モテル」のフレームワーク

それでは，野中氏の「組織的知識創造モデル」とは，具体的にどのようなフ

レームワークをもつものであろうか（以下，同上書，第２章による）。

　（１）知識創造の　般的モテル（個人的知識創造モデル）

　野中氏の組織的知識創造モテルについて理解する場合，はじめに，氏の強調

する知識創造の　般的なモデルを理解しておかなけれはならない 。

　野中氏の知識創造モデルのエッ センスは，人間の知識が客観的知識，つまり

形式知と，主観的知識，つまり暗黙知という２つの側面をもつことを則提とし

て， 「これらの２つの知識がそれぞれ排他的なものではなく ，相互循環的 ・補

完的関係をもち，暗黙知と形式知との問の相転移を通じて時問とともに知識が

拡張されていく」（同上書，５６ぺ一ジ）と理解する点にある 。

　ここで，形式知とは，言語化され，明示化されることが可能な知識であり ，

他方，暗黙知は，個人に内在化され，言語で表現することが困難な知識である 。

個人に内在化された暗黙知が組織にとっ て有益な情報となるためには，それが
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　　　　　図１　知識創造プロセスの一般モデル

　　　　　　　　　　　外　界

　　　　　　　　　情　報　　　　行　為

２１

内面化プロセス

作動記憶

暗黙知 長期記憶　　　　　　　形式知

作動記憶

　　分節化プロセス
（メタファー→アナロジジー→モデル）

惰　報 行　為

　　　　　　　　　　外　界
（出所）野中郁次郎（１９９０），６３ぺ 一ジ　図２ －２ 。

明示化され形式知に変換されなけれはならない（この，暗駄知から形式知への変

換過程は，分節化 ・れ１・ｕ１・ｔ１Ｏｎと呼はれる）。 他方，暗駄知がいっ たん明示化され ，

形式化されると ，その形式知を通じてさらに新たな暗黙知の世界が拡大してい

く（この，形式知から暗猷知への変換過程は，内面化 ｍｔ．ｍ．１１．ａ七〇ｎと呼はれる）。 そ

して，暗黙知と形式知はこのような相互循環作用を通じて量的 ・質的な拡大を

実現していく 。

　この関係を図示すれば，図１のようになる。これが，野中氏の知識創造の一

般的モデルである 。

　（２）組織的知識創造モデルのフレームワーク

　以上のような知識創造の一般的モテル（個人的知識創造モテル）を則提として ，

野中氏はさらに，組織的な知識創造のモデルを説明する 。

　ここで，組織的知識とは，「特定の組織の行動を決定する，その組織に固有
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の認知的 ・手法的な諸能力を意味する 。」（同上書，６８～６９ぺ一ジ 。）

　野中氏は，このような組織的知識の創造プロセスを，知識創造の一般的モデ

ルで示された内容の組織的な展開として理解する。そこで，組織的知識の創造

プロセスは，まず暗黙知の蓄積基盤である個人のレベルから出発し，０個人レ

ベルの知識創造（フェース１）→　集団レベルの知識創造（フェース２）→　組

織レベルの知識創造（フェーズ３），という３つの段階で展開するものとしてモ

デル化する 。

　さらに，それぞれのレベルでの知識創造のエッ センスは，以下のような「命

題」として示される（以下，同上書，第２章第２節）。

　○　個人レベルの知識創造（フェーズ１）

　〔命題１〕組織的知識創造の源泉は組織内の個人的知識創造であり ，その個

人的な知識創造は組織成員の意図（思い）と与えられる自律性とによっ て促進

される 。

　〔命題２〕　ゆらぎないしカオスの創発は，組織成員の原点遡及的な学習への

誘因と情報 ・知識創造の可能性を生みだす 。

　　　集団レベルの知識創造（フェーズ２）

　〔命題３〕　集団という場の設定は，創造的対話を通じて，集団成員間の暗黙

知の共有を促進し，集団レベルの概念を創造する契機となる 。

　〔命題４〕集団レベルの概念創造を通じて個人的知識は組織的知識創造へ向

かっ て増幅される 。

　　　組織レベルの知識創造（フェーズ３）

　〔命題５〕組織的知識創造の不可逆性，活性化，組織の信頼とセルフ ・コン

トロールは，情報の冗長性（リダンダンシー）に依存する 。

　〔命題６〕組織的知識創造の効率は，最小有効多棟畦に依存する 。

　〔命題７〕組織的知識は，組織に先行的に共有されている価値観によっ て正

当化される 。

　〔命題８〕組織はゆるやかな意味ネ ットワークの生成によっ て， 成員の知識

を組織的知識に体系化する。その体系化のあり方は戦略的問題であり ，それに

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４６）
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　　　　図２　組織的知識創造プロセス ・モデル

　　　　　　　　　　組織コンテクスト

　　　　　　　　　　　組織的意図
　　　　　　　　　　　ゆらぎ／カオス

２３

　自律性
　冗長性
最小有効多様性

　　　　　解釈の（暗黙知）　　多義性
暗黙知の　　　　　　　　　　　　　　　意　味
共有 　　概念化正当化形態化ネ

ッ／ワーク化（暗黙知）

個人

集団

組織

　　　　　　　　　　　　市場における情報 ・知識獲得プロセス

（出所）野中郁次郎（１９９０），９０ぺ一ジ，図２－５ こ

より資源配分が展開される 。

　〔命題９〕組織的知識は，知識創造の１回的産物ではなく ，再び新しい組織

的知識創造の起源となる。すなわち，組織における形式知と暗黙知は上向的な

相互循環 ・補完関係をもつ 。

　〔命題１０〕組織的知識の真実性は，組織の指導者ならびに成員の志の高さに

依存する 。

　以上のような，３つのフェーズと ，１０個の命題で表される野中氏の組織的知

識創造のプロセス ・モデルを図で示すと ，図２のようである 。

　３　組織的知識創造のマネジメント　　ミドル ・アン プタウン ・マネジメン

　　ト

それでは，以上のような組織的知識創造のプロセスは，どのようにマネジメ

ントのもとで実現されていくものか（以下，同上書，第３章による）。

　この点について，野中氏は，マネジメントのタイプといえばこれまで伝統的
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に， トッ プダウン ・マネジメントか，ボトムア ップ ・マネジメントかという２

つのタイプが念頭に浮かべられるのが普通であ ったが，組織的知識創造のプロ

セスを管理するには，第３のタイプのマネジメント ，「ミドル ・ア ップダウ

ン・ マネジメント」が必要になるという 。

　周知のように，トッ プダウン ・マネジメントというのは，トッ プが経営の基

本的な概念を決定し，下位のメンバーはその概念を忠実に実現するため，その

内容を目的一手段の階層的な関係にブレークダウンして実行していくものであ

る。 また，ボトムア ソプ ・マネジメントというのは，逆に，経営の基本的な概

念はトソ プではなく組織内の中 ・下位のメンハー（ホトム）が創造し，これが

上位に伝えられ，トソ プの意思決定を左右するものである 。

　これに対して，第３のミドル ・ア ップダウン ・マネジメントというのは，そ

のどららでもなく ，「トッ プが創り出す壮大な抽象的な概念と現場が創造する

具体的な概念の間にある本質的な矛盾を，ミドルの創る媒介的な概念によっ て

解消していく無限回帰的なマネジメントである 。」（同上書，１２３ぺ一ジ 。）

　組織的知識創造のもっとも基本的な特徴は，知識創造がトソ プとミドル，そ

してロア（ボトム）と，組織の上下すべての成員の共同作業として展開される

ことである。このような組織的知識創造のプロセスにおいては，一方でトッ プ

から出される経営の大きな方向づけを示すビジ ョンと ，他方，組織の現場から

発せられるさまざまな個別的 ・現実的な情報を突き合わせ，両者の問の矛盾を

発展的に解消していくための新しい概念を創造しなければならない。さらに ，

そのような新しい概念をめくる上下の論議を組織し，それを実行可能な形に具

現化していかなければならない。組織的知識創造のプロセスは，このような役

割の担い手がなければ，実際には機能しないが，組織的知識創造においてこの

中核的な役割，牽引者的な役割を担うのが，ミドルである。これが，組織的知

識創造のプロセスを管理するためには，新しいマネジメントのタイプ，ミド

ル・ アッ プダウン ・マネジメントが必要とされる所以である 。

　野中氏は，組織的知識創造型の経営によっ て優れたイノベーシ ョンの成果を

あげてきた一部の日本企業をみると，実際にこのような新しいマネジメントの
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　　　　　　　　　　　３）
タイプが観察されるという 。

　　３）以上のような，日本企業の実践のなかから生まれてきた組織的知識創造の質を

　　　高める経営システムの改革として，つぎの４つの点をあげている（同上書，第５

　　　章第４節３）。

　　　　○　ジ ョブ概念と専門性の確立 。

　　　　　　知的リーダーの開発 。

　　　　　　豊かさを実感できる分配 。

　　　　＠　豊かな暗黙知の醸成 。

　　　　また，野中氏には，「２１世紀にむけての日本企業の普遍的知の構築」をめざし

　　　た作業として，野中郁次郎ほか（１９９２¢）（１９９２　）（１９９２　）（１９９２＠）（１９９３

　　　（Ｄ）（１９９３　）がある 。

皿　「組織的知識創造モデル」の意義　　「組織均衡」理論の

新次元 ：「内外均衡同時実現」とその可能性

　以上のようなフレームワークをもつ野中氏の「組織的知識創造モデル」は ，

Ｉでみたようなバーナード以来の近代組織理論の展開のなかでどのような意義

をもっ ているであろうか 。

　この点にかんする野中氏自身の意義づけは，すでにみたとおりである。野中

氏は，自身の理論モデルを，これまでの情報処理型モデルから情報創造型モデ

ルヘの，また環境に対する受動的モデルから環境創造型の主体的 ・能動的モデ

ルヘの，組織理論のパラダイム革新として，したがってまた企業組織の「自己

革新モデル」の構築として意義づけている 。

　しかしここでは，この野中氏の「組織的知識創造モデル」を，もう１つ別の

視点から意義づけてみる。その視点とは，「組織均衡」理論の視点である 。

　すでにＩでみたように，バーナードに始まる近代組織理論は，「組織均衡」

理論を機軸として展開してきた。その流れをみると ，「組織均衡」理論の出発

点をなすバーナードの「組織均衡」理論においては，組織が環境との対外的な

関係で目的実現をめざす「対外均衡」の過程と ，組織の内部で協働体系を構成
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する個人問に満足を創造したり ，分配したりする「内部均衡」の過程の同時的

実現をその理論的な特徴としていた 。

　しかし，その後の展開をみると ，一方ではその理論的重点が「内部均衡」の

側面に大きく傾斜し，「組織均衡」理論とは参加モチベーシ ョンの理論，つま

り「内部均衡」の理論に限定されてくる傾向が生じてきた（バーナードの後継者

とされるサイモンやマーチの理論，さらにいわゆる「モチベーシ ョン理論」の場合）。

また他方では，その反動として，「組織均衡」理論がもっ ぱら「対外均衡」の

側面で問題とされるようにな傾向が生じた（いわゆる「コンティンジェンシー理

論」の場合）。

　また，組織理論の流れとは別に，経済学における企業理論の新しい動きのな

かで，「組織均衡」をフレームワークとする企業組織モデルが登場することに

なっ た。 このような経済学の企業理論における「組織均衡」理論の登場は，そ

れ自体としては注目に値するものである。しかし，そのフレームワークは，や

はり理論的重点を「内部均衡」の側面に大きく傾斜したものであ った（青木氏

の「協調ゲーム ・モデル」の場合）。

　こうして，バーナードに始まる「組織均衡」理論のフレームワークの理論的

な展開は，「内部均衡」と「対外均衡」という２つの柱のどちらかに一面的な

傾斜を見せつつ，今日に至っている。したがって，「組織均衡」理論は今日 ，

いわばその本来の理論的な「均衡」を取り戻す課題に直面しているということ

ができる 。

　このような「組織均衡」理論のフレームワークをめぐる理論状況のなかで
，

１で紹介したような野中氏の企業組織モデル，「組織的知識創造モデル」は ，

結論的にいえば，「組織均衡」理論に新しい次元を拓く可能性を提示すること

になっ ているのではないか，というのが本章での趣旨である 。

　この点で，ポイントとなるのは，野中氏のいう組織的知識創造のプロセスの

評価である 。

　すでにみたように，野中氏の組織的知識創造のプロセスは，まず個人の暗黙

知から出発する。そして，¢個人レベルでの知識創造→　集団レベルでの知
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識創造→　組織レベルでの知識創造，という３つのフェーズを繰り返しなが

ら展開するものとしてモデル化される。つまり ，ここにみられるのは，個人の

暗黙知が集団のなかで共有化され，概念化され，さらに組織全体としての知識

として体系化され，最終的には１つの戦略として対外的に打ち出されていくと

いう知識創造のプロセスである。このプロセスは，もっと分かりやすくいえば ，

つぎのような状況を意味している 。

　「新しい知識は常に個人から発する。１人の優れた研究者の直観が新たな特

許につながる。１ミドルマネジャーの市場トレンドに対する直観的感覚が重要

な新製品のコンセプトの触媒となる。ある工場作業者が長年の経験に基づいて

新たな工程イノベーシ ョンを導きだす。各々の場合，１人の個人的な知が企業

全体にとっ て価値ある組織的知識に転換される 。」（Ｎ
ｏｎ．ｋ。， Ｉ， Ｔｈ．Ｋｎｏｗ１．ｄｇ。 一

ＣｒｅａｔｍｇＣｏｍｐａｎｙ，Ｈｏｍｏ〃Ｂ〃３閉鮒Ｒ舳６叫Ｎｏｖ
－Ｄｅｃ１９９１，ｐ９７野中郁次郎

「ナレ ッジ ・クリエイティング ・カンパニー」『ダンヤモンド ・ハー バード ・ビジネス』

１９９２年２～３月号，１８ぺ一ジ 。）

　ここには，組織成員個人の創造性と ，組織の環境にたいする能動性が，組織

としての知識創造のプロセスをとおして同時的に実現されていく様子が示され

ている。このことが意味していることは，野中氏の「組織的知識創造モデル」

には，組織成員個人の自己実現的な動機の満足，つまり組織の「内部均衡」の

過程と ，組織の対外的な目的の達成，つまり組織の「対外均衡」の過程という

２つの過程の同時的な実現の可能性が秘められているということである 。

　これまでの組織理論の流れのなかでは，すでにみたように，「モチベーシ ョ

ン理論」が組織成員個人の自己実現欲求の充足の重要性を問題とし，従業員に

よる独自の目標設定や参加制度など，そのためのさまざまなメカニズムを具体

的に提案した。しかし，そこでは，もっ ぱら人問の動機づけをいかに行うかと

いうことに問題が集中され，組織全体としての目的実現のための戦略的な視点

が欠落していた。それは，いわば，組織成員個人の自己実現欲求が充足されれ

は， おのずから組織の有効性，つまり「対外均衡」が実現できるという則提に

立つ理論であ った 。
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　これに対して，「コンティンジェンシー理論」は，対照的に，環境に対する

組織の対外的な適応をもっ ばら問題とし，そのための戦略を分析的にあきらか

にすることにその努力を集中した。そのため，組織内部での成員個人のレベル

での自己実現的な満足については，あまり視野に入れられていなかった。した

がっ て， この理論は，「モチベーシ ョン理論」とは対照的に，対外的に組織の

有効性が実現できれば，おのずから組織成員個人の満足，つまり「内部均衡」

も実現されるという則提に立っていた 。

　このような，「内部均衡」と「対外均衡」の両極への傾斜を示すこれまでの

理論にたいして，上のような野中氏のモデル，「組織的知識創造モデル」の特

徴は，一方の均衡の実現が必然的に他方の均衡を導くという則提に立って，も

っぱら「内部均衡」ないし「対外均衡」の実現のメカニズムを追求するという

志向をもっ ていないことである。ここで示されているのは，組織おける知識創

造というプロセスのなかで，両者が同時的に実現されていくメカニズムである 。

　組織的知識創造のプロセスでは，まず組織成員個人の暗黙知の蓄積から出発

するが，この個人的なレベルでの暗猷知が集団のレベルで概念化されていくプ

ロセスでは，個人の創造性が十分発揮されることが基本である。したがって ，

このプロセスは，まさに個人のもっとも高度な自己実現的な動機を満足させる

プロセスとして位置づけられる 。

　もとより ，このプロセスだけを取り出せば，それは，「モチベーシ ョン理論」

のエッ センスそのものと同じレベルのものであり ，それだけでは「内部均衡」

の実現過程に止まることになる 。

　「組織的知識創造モデル」の重要なポイントは，このような「内部均衡」的

な， 個人の自己実現的な活動が組織全体としての戦略的な視点に導かれ，最終

的には組織の対外的な戦略として具現化されていく点である。この点は，同じ

く個人レベルでの自己実現的な動機の充足を問題としながら，「モチベーシ ョ

ン理論」では決定的に欠けていた点である。「モチベーシ ョン理論」では個人

の自己実現それ自体が問題となり ，その結果の対外的，戦略的な展開という視

点は視野に入っていなかった。したがって，「組織的知識創造モデル」は，個
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人レベルでの自己実現的な動機の充足をべ一スとしながら，「モチベーシ ョン

理論」に欠けていた対外的，戦略的な視点をもつことにより ，「モチベ ーシ ョ

ン理論」の流れの側面から，「内部均衡」と「対外均衡」の新しい「均衡」を

つくり可能性を提示した 。

　他方，「コンティンジェンシー理論」についてみれば，ここでは，環境変化

に対する組織としての対外的 ・戦略的な展開が基本的な課題となり ，そのため

の戦略の創造とそれを実行するための内部的な情報処理システムの構築が問題

となっ た。 しかし，この理論は，そのような作業を１つのプロセスとして捉え ，

具体的にそれを組織成員個人のレベルから組織全体のレベルに至るまでの知識

創造のプロセスとして実践する視野をもっ ていなかった。したがって，「組織

的知識創造モデル」は，このような知識創造のプロセスを視野に入れることに

より ，「コンティンジ ェンシー理論」に欠けていた個人レベルの自己実現的な

動機の充足という視点を浮かび上がらせ，「コンティンジェンシー理論」の流

れの側面からも ，「内部均衡」と「対外均衡」の新しい「均衡」をつくり出す

可能性を提示した 。

　こうして，野中氏の「組織的知識創造モデル」は，組織成員個人の自己実現

的な動機の充足，つまり組織の「内部均衡」の過程と ，組織の対外的な目的の

達成，つまり組織の「対外均衡」の過程という２つの過程の同時的な実現の可

能性を提示し，したがってまた「組織均衡」理論に新しい次元を拓く可能性を

提示することになっ ている 。
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